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１  京都府第二次地震被害想定調査結果の概要  
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２  京都府の防災力の現況  

 
防災拠点施設の耐震化を進める  

○公共施設（防災拠点）の耐震改修進捗状況  

（ 平 成 19 年 度 末 ）  

項 目  全 棟 数  耐 震 済 の 棟 数  耐 震 率  

京 都 府  684 4 5 9  6 7 . 1％  

市 町 村  3,898  2 , 5 7 7  6 6 . 1％  

合 計  4,582  3 , 0 3 6  6 6 . 3％  

※  公 共 施 設 （ 防 災 拠 点 ）： 地 方 公 共 団 体 が 所 有 又 は 管 理 し て い る 非 木 造 の

２ 階 建 以 上 又 は 延 床 面 積 2 0 0 ㎡ 超 の 建 築 物 の う ち 、災 害 応 急 対 策 を 実 施 す

る 拠 点 と な る 庁 舎 、 避 難 所 と な る 学 校 や 体 育 館 、 社 会 福 祉 施 設 等  

 
学校施設の耐震化を進める  

○京都府内の学校施設の耐震診断・耐震化の状況  

（ 平 成 20 年 ４ 月 ）  

耐 震 診 断 率  耐 震 化 率  
項 目  

公 立  私 立  公 立  私 立  

小 学 校  100.0 % 8 1 . 3 %

中 学 校  
98.9%

7 . 1 %
6 9 . 2 %  

4 0 . 9 %

高 校  100.0 % 4 0 . 2 % 6 0 . 2 %  5 7 . 4 %

特 別 支 援 学 校  100.0 % -  9 6 . 9 %  -  

合 計  99.3% 4 0 . 7 % 6 4 . 0 %  5 7 . 5 %

 

災害に強い自然環境整備を進める  

○土砂災害危険区域の指定状況  

（ 平 成 21 年 ２ 月 ）  

項 目  警 戒 区 域  う ち 特 別 警 戒 区 域  

土 石 流  449 箇 所 298 箇 所

急 傾 斜 地 の 崩 壊  628 箇 所 612 箇 所

地 す べ り  19 箇 所 0 箇 所

合 計  1,09 6 箇 所 910 箇 所

 

○ 土砂災害危険箇所  

（ 農 林 水 産 部 所 管 ・ 平 成 21 年 ３ 月 ）  

山 腹 崩 壊  2,84 8 箇 所

崩 壊 土 砂 流 出  2,28 2 箇 所山 地 災 害 危 険 地

地 す べ り  25 箇 所
林 地 保 全  

な だ れ 危 険 地  241 箇 所

農 地 保 全  地 す べ り  3 箇 所
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○土砂災害危険箇所  

（ 建 設 交 通 部 所 管 ・ 平 成 20 年 ４ 月 ）  

地 す べ り 等 防 止 法 第 3 条 の 指 定 区 域  21 区 域
地 す べ り  

地 す べ り 危 険 箇 所  58 箇 所

雪 崩  雪 崩 危 険 箇 所  687 箇 所

急 傾 斜 地 の 崩 壊 に よ る 災 害 の 防 止 に

関 す る 法 律 第 3 条 の 指 定 区 域  
287 区 域

急 傾 斜 地 関 係  

急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 箇 所  3,76 5 箇 所

砂 防 法 第 2 条 指 定 箇 所  1,41 3 箇 所
砂 防 関 係  

土 石 流 危 険 箇 所  5,02 4 箇 所

 

イ ンフラ（道路、河川等）の整備・耐震化を進める  

 

○ 緊 急 輸 送 道 路 に あ る 法 面 崩 壊 等 危 険 箇 所  

（ 平 成 19 年 度 ）  

192 箇 所 の う ち  

未 対 策 96 箇 所  

○ 緊 急 輸 送 道 路 に あ る 耐 震 上 問 題 の あ る 橋

梁 （ 平 成 19 年 度 ）  

249 橋 の う ち  

未 対 策 45 橋  

○ 道 路 応 急・復 旧・交 通 対 策 マ ニ ュ ア ル を 策

定 し て い る 市 町 村 数 （ 平 成 21 年 ２ 月 ）  
4 市 町 村

 

災 害に強いライフライン施設の整備を進める  

 

○ 上 水 道 応 急 対 策 マ ニ ュ ア ル を 策 定 し て い

る 市 町 村 数 （ 平 成 21 年 ２ 月 ）  
13 市 町 村

○ 下 水 道 応 急 対 策 マ ニ ュ ア ル を 策 定 し て い

る 市 町 村 数 （ 平 成 21 年 ２ 月 ）  
4 市 町 村

 

住 まいの耐震診断を進める  

○京都府内の住宅耐震診断取組状況  

 

事 業 年 度  木 造 住 宅  マ ン シ ョ ン  

H16 4 1 4 戸 -

H17 6 2 2 戸 -

H18 5 3 3 戸 0 戸

H19 57 5 戸 50 戸

H20 4 0 3 戸 145 戸

 

○ 京 都 府 木 造 住 宅 耐 震 診 断 士 の 登 録 者 数  

（ 平 成 20 年 ８ 月 ）  
1,20 4 名

○ 建 築 物 耐 震 診 断 支 援 事 業 を 実 施 し て い る

市 町 村 数 （ 平 成 21 年 ２ 月 ）  
22 市 町 村
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住まいの耐震化を進める  

○住宅の耐震化率の推計  

（ 平 成 15 年 ）  

 

項 目  京 都 府  

全 体  

京 都 市  

地 域  

京 都 府  

北 部 地 域  

京 都 府  

南 部 地 域  

全 体  74.2% 7 7 . 7 % 6 0 . 1 %  7 3 . 9 %

木 造 戸 建 住 宅 等  55.1% 5 2 . 7 % 5 0 . 2 %  6 3 . 4 %
  

そ の 他 の 住 宅  94.4% 9 4 . 8 % 9 5 . 6 %  9 2 . 6 %

 
○ 建 築 物 耐 震 改 修 促 進 計 画 を 策 定 し て い る

市 町 村 数 （ 平 成 21 年 ２ 月 ）  
24 市 町 村

○ 建 築 物 耐 震 改 修 支 援 事 業 を 実 施 し て い る

市 町 村 数 （ 平 成 21 年 ２ 月 ）  
10 市 町 村

 

府 民の防災意識を高めるための広報を行う  

 

○ 地 震 ハ ザ ー ド マ ッ プ を 作 成 し て い る 市 町

村 数 （ 平 成 21 年 ３ 月 ）  
9 市 町 村

 
個人・家庭の防災意識を高める  

○平成 20 年度の防災訓練の実施状況  

（ 平 成 21 年 ２ 月 ）  

市 町 村 数  

項 目  
0 回  1 回  2 回  

3 回  

以 上  

防 災 訓 練 の 実 施 状 況  7 16 1 2
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地域の「つながり」を高める  

 

○ 自 主 防 災 組 織 の 組 織 率 （ 平 成 20 年 ４ 月 ）  87.4％  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 自 主 防 災 組 織 活 動 マ ニ ュ ア ル を 作 成 し て い る

市 町 村 数 （ 平 成 21 年 ２ 月 ）  
11 市 町 村

○ 自 主 防 災 組 織 に 対 す る 支 援 策 を 実 施 し て い る

市 町 村 数 （ 平 成 21 年 ２ 月 ）  
21 市 町 村

 
災害時の通信手段を確保する  

○市町村防災行政無線及び消防救急無線の現状  

（ 平 成 20 年 度 ）  

同 報 系  12 市 町 村

地 域 防 災 系  9 市 町 村市 町 村 防 災 行 政 無 線  

移 動 系  16 市 町 村

消 防 救 急 無 線  
15 消 防 本 部

(全 消 防 本 部 )

 

計 画を整備・充実する  

 

○ 東 南 海 ・ 南 海 地 震 防 災 対 策 推 進 計 画 を 策 定 し

て い る 市 町 村 数 （ 16 推 進 地 域 指 定 自 治 体 ）  

 （ 平 成 21 年 ２ 月 ）  

4 市 町 村

 
初動体制を充実させる  

 

○ 災 害 （ 初 動 ） 対 応 マ ニ ュ ア ル を 作 成 し て い る

市 町 村 数  
16 市 町 村
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ＮＰＯ・ボランティア（率先市民）と連携する  

 

○ 常 設 災 害 ボ ラ ン テ ィ ア セ ン タ ー を 設 置 し て い

る 市 町 村 数 （ 平 成 21 年 ２ 月 ）  
4 市 町 村

 

防 災関係機関との連携・応援体制を強化する  

○相互応援協定の状況  

（ 平 成 21 年 ２ 月 ）  

項 目  市 町 村  京 都 府  

都 道 府 県 間 ・ 市 町 村 等 と の 相 互 応 援 協 定   4 協 定

市 町 村 間 の 相 互 応 援 協 定  20 協 定  

 う ち 他 都 道 府 県 の 市 町 村 が 含 ま れ て い る 協 定 16 協 定  

放 送 協 定  10 協 定  8 協 定

災 害 情 報 ・ 通 信 協 定  8 協 定  3 協 定

救 急 救 護 協 定  28 協 定  17 協 定

輸 送 協 定  4 協 定  6 協 定

災 害 復 旧 協 定  49 協 定  14 協 定

物 資 協 定  113 協 定  18 協 定

避 難 所 協 定  27 協 定  0 協 定

ボ ラ ン テ ィ ア 協 定  1 協 定  0 協 定

帰 宅 困 難 者 協 定  23 協 定  18 協 定

消 防 相 互 応 援 協 定  20 協 定  2 協 定

水 道 協 定  11 協 定  8 協 定

郵 便 局 と の 相 互 応 援 協 定  11 協 定  0 協 定

そ の 他  4 協 定  5 協 定

※  地 方 公 共 団 体 等 と の 相 互 応 援 協 定 に つ い て は 、締 結 団 体 数 に か か わ ら ず 、

１ 協 定 と し て 算 定 。 そ の 他 の 協 定 に つ い て は 、 締 結 相 手 方 の 団 体 数 を 協

定 数 と し て 算 定 し て い る 。  

 

消防・救出・救助機関の能力を高める  

○消防の概況  

（ 平 成 20 年 ４ 月 ）  

消 防 一 部 事 務 組 合 数  4   

消 防 一 部 事 務 組 合 構 成 団 体 数  1 3   

消 防 本 部 設 置 数  1 5   

消 防 署 数  3 2   

出 張 所 数  6 1   

消 防 吏 員  3 , 2 8 1  人  

そ の 他 職 員  7 4  人  

消

防

本

部
・
署

所

 

消 防 職 員

計  3 , 3 5 5  人  

消 防 団 数  6 8  団  

分 団 数  4 1 7  分 団  

消

防

団 消 防 団 員 数  1 9 , 0 8 7  人  
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区 分  消 防 本 部  消 防 団  

普 通 消 防 ポ ン プ 自 動 車  1 1 8  1 6 0

水 槽 付 消 防 ポ ン プ 車  3 4  8

は し ご 付 消 防 自 動 車  3 3   

屈 折 は し ご 付 消 防 自 動 車  4   

化 学 消 防 車 （ 泡 消 火 型 ）  1 9  1

指 揮 車  3 3  1 3

消 防 艇   1

電 源 ・ 照 明 車  4   

小 型 動 力 ポ ン プ 付 積 載 車  3  6 2 5

小 型 動 力 ポ ン プ （ 車 両 に 積 載 せ ず ）  1 6 5  4 6 8

手 引 動 力 ポ ン プ   1 9

ヘ リ コ プ タ ー  2   

排 煙 ・ 高 発 泡 車  1   

救 急 自 動 車  1 0 5   

広 報 車  4 1  1

空 気 充 填 車  1   

資 器 材 搬 送 車  2 3  2

ク レ ー ン 車  1   

小 型 動 力 ポ ン プ 付 水 槽 車  2   

防 災 指 導 車  3  1

起 震 車  2   

消

防

ポ

ン

プ

自

動

車

等 

そ の 他 の 車 両  7 1   

合 計  5 0 , 4 9 0

小 計  3 7 , 4 7 7

公 設  3 7 , 0 7 5消 火 栓  

私 設  4 0 2

小 計  1 1 , 7 0 5

1 0 0ｔ 以 上  6 0 3

6 0～ 1 0 0 t 未 満  4 6 5

4 0～ 6 0ｔ 未 満  8 , 9 8 4

防 火 水 槽  

(飲 料 水 兼 用 含 ) 

2 0～ 4 0 t 未 満  1 , 6 5 3

消

防

水

利 

井 戸  1 , 3 0 8

 
○京都府内の緊急消防援助隊の登録状況  

（ 平 成 21 年 ３ 月 ）  

消 火 隊  29 隊

救 助 隊  8 隊

救 急 隊  15 隊

指 揮 支 援 隊  2 隊

京 都 府 隊 指 揮 隊  2 隊

後 方 支 援 隊  11 隊

航 空 隊  2 隊

特 殊 災 害 隊  4 隊

特 殊 装 備 隊  11 隊
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災害時の医療体制を整備する   

 

○ Ｄ Ｍ Ａ Ｔ 隊 員 養 成 研 修 受 講 者 （ 平 成 19 年 度 ） 65 人

○ 災 害 拠 点 病 院 数 （ 平 成 20 年 度 ）  8 病 院

○ 救 急 告 示 病 院 数 （ 平 成 20 年 10 月 ）  93 病 院

○ 医 療 救 護 計 画 ・ 対 応 マ ニ ュ ア ル を 作 成 し て い

る 市 町 村 数 （ 平 成 21 年 ２ 月 ）  
8 市 町 村

 
災害時要配慮者を支援する  

○災害時要配慮者支援の実施状況  

 

○ 災 害 時 要 配 慮 者 支 援 全 体 計 画 を 作 成 し て い る

市 町 村 数 （ 平 成 21 年 ２ 月 ）  
7 市 町 村

○ 災 害 時 要 配 慮 者 支 援 名 簿 を 保 有 し て い る 市 町

村 数 （ 平 成 21 年 ２ 月 ）  
26 市 町 村

○ 災 害 時 要 配 慮 者 支 援 名 簿 の 情 報 を 関 係 機 関 と

共 有 し て い る 市 町 村 数 （ 平 成 21 年 ２ 月 ）  
14 市 町 村

 
孤立地域に対する支援を行う  

○孤立地域の地区数  

（ 平 成 20 年 ８ 月 ）  

○ 孤 立 可 能 性 の あ る 集 落 数 （ 京 都 府 合 計 ）  465 集 落

○ 集 落 中 の 総 戸 数 （ 京 都 府 合 計 ）  26,75 4 戸

○ 通 信 手 段 が あ る 集 落 数 （ 京 都 府 合 計 ）  236 集 落

○ ヘ リ ポ ー ト が あ る 集 落 数 （ 京 都 府 合 計 ）  89 集 落

 
二次災害を予防する  

○被災応急危険度（建築物、宅地）判定活動の整備状況  

 

○ 被 災 建 築 物 応 急 危 険 度 判 定 士 の 登 録 数  

（ 平 成 20 年 ５ 月 ）  
1,65 7 名

○ 被 災 宅 地 応 急 危 険 度 判 定 士 の 登 録 数  

（ 平 成 20 年 度 ）  
392 名

○ 被 災 応 急 危 険 度 （ 建 築 物 、 宅 地 ） 判 定 マ ニ ュ

ア ル を 作 成 し て い る 市 町 村 数 （ 平 成 21 年 ２

月 ）  

5 市 町 村
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被災者の生活物資を確保する  

○物資の備蓄状況  

（ 平 成 20 年 ４ 月 ）  

項 目  市 町 村  京 都 府  

乾 パ ン （ 食 ）  350,1 5 1 8 5 , 9 5 2

イ ン ス タ ン ト 麺 類 （ 個 ）  1,000  

米 （ ㎏ ）  21,90 8  

缶 詰 主 食 （ 缶 ）  5,796  

缶 詰 副 食 （ 缶 ）  1,710  

飲 料 水 （ リ ッ ト ル ）  1,063 , 0 5 0  

ロ ー ソ ク （ 本 ）  2,204 2 0 , 3 6 6

懐 中 電 灯 （ 個 ）  1,616  

毛 布 （ 枚 ）  99,14 8 3 , 3 3 1

（ 張 ） 293  
テ ン ト  

（ 人 ） 2,522  

担 架 （ 台 ）  510 30

ト イ レ （ 個 ）  2,887  

浄 水 装 置 （ 個 ）  124  

被 服 （ 枚 ）  1,020 4 , 0 6 4

医 療 品 セ ッ ト  279  

 
安心・安全な避難所運営体制を確保する  

 

○ 避 難 所 運 営 マ ニ ュ ア ル を 作 成 し て い る 市 町 村

数 （ 平 成 21 年 ２ 月 ）  
4 市 町 村

 

基 幹的社会基盤の代替機能を確保する  

○給水車及び給水タンク保有状況  

（ 平 成 20 年 ３ 月 ）  

給 水 タ ン ク  
給 水 車  

タ ン ク  移 動 用 車 両事 業 体 名  

台 数 (台 ) 水 量 (㎥ ) 台 数 (台 ) 水 量 (㎥ ) 台 数 (台 ) 

市 町 村  19 45 . 8 2 1 1 1 8 0 . 3  5 0

京 都 府    3 6. 0   

合 計  19 45 . 8 2 1 4 1 8 6 . 3  5 0
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伝統・文化を守る  

○国宝・重要有形文化財の件数  

（ 平 成 21 年 ２ 月 ）  

建 造 物 （ 棟 数 等 ）  美 術 工 芸 品  
項 目  

重 文  国 宝  重 文  国 宝  

京 都 市  201(4 2 1 ) 4 0 (  4 9 ) 1 , 6 3 6  1 6 9

京 都 市 以 外  86(16 5 ) 8 (  1 1 ) 2 0 7  1 2

合 計  287(5 8 6 ) 4 8 (  6 0 ) 1 , 8 4 3  1 8 1

※ 国 宝 件 数 は 、 重 要 文 化 財 件 数 の 内 数 で あ る 。  

 

○京都府指定・登録有形文化財の件数  

（ 平 成 21 年 ２ 月 ）  

建 造 物 （ 棟 数 等 ）  美 術 工 芸 品  
項 目  

指 定  登 録  指 定  登 録  

京 都 市  43(17 4 ) 6 (  1 1 ) 8 1  0

京 都 市 以 外  55(10 3 ) 7 5 ( 1 2 5 ) 1 2 8  3 6

合 計  98(27 7 ) 8 1 ( 1 3 6 ) 2 0 9  3 6

 

○ 文化財建造物の自動火災報知設備設置状況  

（ 平 成 21 年 ２ 月 ）  

 
設 置 義 務 が  

あ る 棟 数  
設 置 済 み 棟 数 設 置 率  

国 指 定 建 造 物  549 棟 541 棟 98.5%

京 都 府 指 定 建 造 物  277 棟 241 棟 87.0%

 

○ 文化財の耐震化・防火対策の実施状況  

 

○ 文 化 財 管 理 者 の 防 災 訓 練 を 実 施 し て い る 市 町

村 数 （ 平 成 21 年 ２ 月 ）  
20 市 町 村
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【耐震化対策の減災効果の算定について】  

 
建物の耐震化対策による減災効果を検討するため、【京都府

第二次地震被害想定調査】の『建物被害想定』について、以下

の流れで、各市町村の建物の構成が耐震化率 90％となるよう条

件を変え（破線囲み部分）、『建物被害（全壊・半壊棟数）』、

『人的被害（死者数）』、『経済被害（建物資産被害）（家財

資産喪失）』の減災効果を算定した（耐震化率 80％の場合も同

様に算出）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○耐震化率  

全建物の中で、耐震性がある建物（現行の耐震基準に基づ

く建物、耐震診断で耐震性ありと判定された建物、耐震改修

を実施した建物）の割合をいう。  

耐震化率   
 
 

              ＋                 ＋ 

＝  

 

○耐震基準とは  

宮城県沖地震（昭和 53年、マグニチュード 7.4）等の経験か

ら、昭和 56年 6月に建築基準法の耐震基準が大幅に見直されて

改正施行された。この耐震基準では、設計の目標として、大

地震（関東大震災程度）に対しては建築物の構造上の主要な

部分にひび割れ等の損傷が生じても、人命に危害を及ぼすよ

うな倒壊等の被害を生じないこととしている。  

 

すべての建物  

現行の耐震基準   耐震診断で耐震性あり   耐震改修を実施 

に基づく建物    と判定された建物     した建物 

地 震 動 予 測 結 果 
（震度分布） 

建物分布（市町村、町丁目）
（構造別、建築年別） 

地震動と建物被害率の関係 
（被害率曲線） 

人 的 被 害 
（死者数） 

経 済 被 害 
（建物資産被害、家財資産喪失）

市 町 村 別 、 町 丁 目 別  
全 壊 ・ 半 壊 棟 数  

← 各 市 町 村 で 耐 震 化
率 が 90％ に な る よ
う 建 物 構 成 の 条 件
を 設 定  

（ 耐 震 基 準 が 見 直 さ
れ た 昭 和 56 年 よ
り 古 い 建 物 が 、 耐
震 改 修 を 行 っ て 新
築 年 と 同 程 度 の 耐
震 性 を 確 保 し た も
の と し 、 建 て 替 え
も 含 め 、 耐 震 性 の
あ る 建 物 の 割 合 を
90％ と 設 定 ）  

図  建物耐震化対策による減災効果算定フロー 

← 阪神 ・淡路大震災
の経験から、建物の
構造別 ・建築年別
に被害率が異なる
関係を用いている。
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○建物資産被害  

（全 壊棟数＋半壊棟数×0.5＋焼失棟数 ）×１戸 あたり平均評価額  

ここで、１戸あたり平均評価額は、建築統計年報（平成 20

年度版）より、平成 19 年度の京都府の住宅の単位床面積あた

りの工事費予定額と住宅１戸あたりの床面積から１戸あたり

の直接被害額を次のように見積もる。  

171(千 円 /㎡ )×81.4(㎡ )＝ 13.9(百 万円 ) 

 

○家財資産喪失  

家 財 被 害 額 は 、 倒 壊 棟 数 ＋ （ 全 壊 棟 数 － 倒 壊 棟 数 ） ×0.5

に 対し、１戸あたり家財評価額を乗じる（内閣府：首都直下

地震に係る被害想定結果について、第 19 回資料２、p49,2005）。

ここでは家財として自動車は含まない。なお、倒壊棟数につ

いては、構造的大破と考え、全壊棟数×0.7 としている。  

（全 壊棟数×0.7＋全壊棟数×0.3×0.5）×１戸 あたり家財評価額  

ここで、 １戸 あたり家財評価額は、国税庁の家財の損失額の

算定において、家族構成別家財評価額により計算する方法か

ら１戸あたり家財評価額を 10.89（ 百万円）と見積もった。  

 
表  家族構成別家財評価額  

世 帯 主 の 年 齢 （ 歳 ）  夫 婦  独 身  

～ 29   5 0 0 万 円  

30～ 39   8 0 0 万 円  

40～ 49 1, 1 0 0 万 円  

50～  1,15 0 万 円  

300 万 円  

（注 ）夫婦又は独身者以外の大人 （年齢 18 歳以上 ）1 名 につき 130

万 円 、子供 1 名につき 80 万円加算  
 

表  世帯主の年齢別の世帯比率  

世 帯 主 の 年 齢 （ 歳 ）  世 帯 比 率  

～ 29 0.0 2 8  

3 0～ 39 0. 1 0 6  

4 0～ 49 0. 1 1 4  

5 0～  0.42 3  

独 身 (単 身 ) 0.32 9  

（平 成 17 年度国勢調査結果から算定 ）  



 

 

 


